
生駒市条例第４０号 

生駒市立幼稚園保育料入園料徴収条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２６年１２月２６日 

生駒市長 山 下  真    

    

   生駒市立幼稚園保育料入園料徴収条例の一部を改正する条例 

 （生駒市立幼稚園保育料入園料徴収条例の一部改正） 

第１条 生駒市立幼稚園保育料入園料徴収条例（昭和２５年４月生駒市条例第１

６号）の一部を次のように改正する。 

  題名を次のように改める。 

    生駒市立幼稚園保育料徴収条例 

  第１条及び第２条（見出しを含む｡)中「及び入園料」を削る。 

  第４条第２項を削る。 

  第５条の見出し及び同条第１項中「及び入園料」を削り、同項第１号を次の

ように改める。 

  (1) ３歳から小学校３年までの者が同一世帯に２人以上いるとき。 

  第５条第２項中「及び入園料」を削る。 

  別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

各 月 初 日 の在 籍 幼 児 の属 する世 帯 の階 層 区 分  保 育 料 （月 額 ） 

階 層

区 分  
定 義  3 歳 児  4 歳 児 ・5 歳 児  

A 

生 活 保 護 法 (昭 和 25 年 法 律 第 144 号 )による

被 保 護 世 帯 (単 給 世 帯 を含 む。)及 び中 国 残 留

邦 人 等 の円 滑 な帰 国 の促 進 並 びに永 住 帰 国

した中 国 残 留 邦 人 等 及 び特 定 配 偶 者 の自 立

の支 援 に関 する法 律 (平 成 6 年 法 律 第 30 号 )

による支 援 給 付 受 給 世 帯  

0 円  0 円  



B 
市 町 村 民 税 が非 課 税 の世 帯 (A 階 層 の世 帯 を

除 く。) 
5,670 円  4,630 円  

C1  市 町 村 民 税 の額 が均 等 割 額 のみの世 帯  

C2  
市 町 村 民 税 の

課 税 世 帯 (C１

階 層 の世 帯 を

除 く。)であっ

て、その額 の区

分 が次 の区 分

に該 当 する世

帯  

所 得 割 額 が 59,400 円 以 下  

7,330 円  6,300 円  

C3  
所 得 割 額 が 59,401 円 以 上

77,100 円 以 下  

C4  
所 得 割 額 が 77,101 円 以 上

121,100 円 以 下  

C5  
所 得 割 額 が 121,101 円 以 上

164,700 円 以 下  

C6  
所 得 割 額 が 164,701 円 以 上

211,200 円 以 下  

C7  
所 得 割 額 が 211,201 円 以 上

254,400 円 以 下  

C8  
所 得 割 額 が 254,401 円 以 上

305,600 円 以 下  

C9  所 得 割 額 が 305,601 円 以 上  

備考 

   １ この表において「５歳児」とは、学年の初めの日の前日において５歳に達し

ている幼児をいう。 

   ２ この表において「４歳児」とは、学年の初めの日の前日において４歳に達し

ている幼児（５歳児を除く｡)をいう。 

   ３ この表において「３歳児」とは、学年の初めの日の前日において３歳に達し

ている幼児（５歳児及び４歳児を除く｡)をいう。 

   ４ ４月分から８月分までの保育料にあっては前年度の市町村民税の額により算

定するものとし、９月分から翌年の３月分までの保育料にあっては当該年度の

市町村民税の額により算定するものとする。 

  ５  この表のＣ ２からＣ ９までの階層における地方税法（昭和２５年法律第２２

６号）第２９２条第１項第２号の所得割を計算する場合には、同法第３１４

条の７及び第３１４条の８並びに同法附則第５条第３項、第５条の４第６項

及び第５条の４の２第５項の規定は適用しないものとする。  

 （生駒市立幼稚園保育料徴収条例の一部改正） 

第２条 生駒市立幼稚園保育料徴収条例の一部を次のように改正する。 

  別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

各 月 初 日 の在 籍 幼 児 の属 する世 帯 の階 層 区 分  保 育 料 （月 額 ） 

階 層  定 義  3 歳 児  4 歳 児 ・5 歳 児  



区 分     

A 

生 活 保 護 法 (昭 和 25 年 法 律 第 144 号 )による

被 保 護 世 帯 (単 給 世 帯 を含 む。)及 び中 国 残 留

邦 人 等 の円 滑 な帰 国 の促 進 並 びに永 住 帰 国

した中 国 残 留 邦 人 等 及 び特 定 配 偶 者 の自 立

の支 援 に関 する法 律 (平 成 6 年 法 律 第 30 号 )

による支 援 給 付 受 給 世 帯  

0 円  0 円  

B 
市 町 村 民 税 が非 課 税 の世 帯 (A 階 層 の世 帯 を

除 く。) 
2,300 円  

4,630 円  

C1  市 町 村 民 税 の額 が均 等 割 額 のみの世 帯  5,500 円  

C2  
市 町 村 民 税 の

課 税 世 帯 (C１

階 層 の世 帯 を

除 く。)であっ

て、その額 の区

分 が次 の区 分

に該 当 する世

帯  

所 得 割 額 が 59,400 円 以 下  7,600 円  

6,300 円  

C3  
所 得 割 額 が 59,401 円 以 上

77,100 円 以 下  
9,700 円  

C4  
所 得 割 額 が 77,101 円 以 上

121,100 円 以 下  
10,500 円  

C5  
所 得 割 額 が 121,101 円 以 上

164,700 円 以 下  
11,400 円  

C6  
所 得 割 額 が 164,701 円 以 上

211,200 円 以 下  
12,300 円  

C7  
所 得 割 額 が 211,201 円 以 上

254,400 円 以 下  
13,300 円  

C8  
所 得 割 額 が 254,401 円 以 上

305,600 円 以 下  
14,400 円  

C9  所 得 割 額 が 305,601 円 以 上  15,500 円  

備考 

   １ この表において「５歳児」とは、学年の初めの日の前日において５歳に達し

ている幼児をいう。 

   ２ この表において「４歳児」とは、学年の初めの日の前日において４歳に達し

ている幼児（５歳児を除く｡)をいう。 

   ３ この表において「３歳児」とは、学年の初めの日の前日において３歳に達し

ている幼児（５歳児及び４歳児を除く｡)をいう。 

   ４ ４月分から８月分までの保育料にあっては前年度の市町村民税の額により算

定するものとし、９月分から翌年の３月分までの保育料にあっては当該年度の

市町村民税の額により算定するものとする。 

  ５  この表のＣ ２からＣ ９までの階層における地方税法（昭和２５年法律第２２

６号）第２９２条第１項第２号の所得割を計算する場合には、同法第３１４

条の７及び第３１４条の８並びに同法附則第５条第３項、第５条の４第６項

及び第５条の４の２第５項の規定は適用しないものとする。 

第３条 生駒市立幼稚園保育料徴収条例の一部を次のように改正する。 

  別表を次のように改める。 



別表（第２条関係） 

各 月 初 日 の在 籍 幼 児 の属 する世 帯 の階 層 区 分  保 育 料 （月 額 ） 

階 層

区 分  
定 義  3 歳 児 ・4 歳 児  5 歳 児  

A 

生 活 保 護 法 (昭 和 25 年 法 律 第 144 号 )による

被 保 護 世 帯 (単 給 世 帯 を含 む。)及 び中 国 残 留

邦 人 等 の円 滑 な帰 国 の促 進 並 びに永 住 帰 国

した中 国 残 留 邦 人 等 及 び特 定 配 偶 者 の自 立

の支 援 に関 する法 律 (平 成 6 年 法 律 第 30 号 )

による支 援 給 付 受 給 世 帯  

0 円  0 円  

B 
市 町 村 民 税 が非 課 税 の世 帯 (A 階 層 の世 帯 を

除 く。) 
2,300 円  

4,630 円  

C1  市 町 村 民 税 の額 が均 等 割 額 のみの世 帯  5,500 円  

C2  
市 町 村 民 税 の

課 税 世 帯 (C１

階 層 の世 帯 を

除 く。)であっ

て、その額 の区

分 が次 の区 分

に該 当 する世

帯  

所 得 割 額 が 59,400 円 以 下  7,600 円  

6,300 円  

C3  
所 得 割 額 が 59,401 円 以 上

77,100 円 以 下  
9,700 円  

C4  
所 得 割 額 が 77,101 円 以 上

121,100 円 以 下  
10,500 円  

C5  
所 得 割 額 が 121,101 円 以 上

164,700 円 以 下  
11,400 円  

C6  
所 得 割 額 が 164,701 円 以 上

211,200 円 以 下  
12,300 円  

C7  
所 得 割 額 が 211,201 円 以 上

254,400 円 以 下  
13,300 円  

C8  
所 得 割 額 が 254,401 円 以 上

305,600 円 以 下  
14,400 円  

C9  所 得 割 額 が 305,601 円 以 上  15,500 円  

備考 

   １ この表において「５歳児」とは、学年の初めの日の前日において５歳に達し

ている幼児をいう。 

   ２ この表において「４歳児」とは、学年の初めの日の前日において４歳に達し

ている幼児（５歳児を除く｡)をいう。 

   ３ この表において「３歳児」とは、学年の初めの日の前日において３歳に達し

ている幼児（５歳児及び４歳児を除く｡)をいう。 

   ４ ４月分から８月分までの保育料にあっては前年度の市町村民税の額により算

定するものとし、９月分から翌年の３月分までの保育料にあっては当該年度の

市町村民税の額により算定するものとする。 

  ５  この表のＣ ２からＣ ９までの階層における地方税法（昭和２５年法律第２２

６号）第２９２条第１項第２号の所得割を計算する場合には、同法第３１４

条の７及び第３１４条の８並びに同法附則第５条第３項、第５条の４第６項

及び第５条の４の２第５項の規定は適用しないものとする。 



第４条 生駒市立幼稚園保育料徴収条例の一部を次のように改正する。 

  別表を次のように改める。 

 別表（第２条関係） 

 各 月 初 日 の在 籍 幼 児 の属 する世 帯 の階 層 区 分  

保 育 料 （月 額 ） 
階 層
区 分  

定 義  

A 

生 活 保 護 法 (昭 和 25 年 法 律 第 144 号 )による被 保

護 世 帯 (単 給 世 帯 を含 む。)及 び中 国 残 留 邦 人 等 の

円 滑 な帰 国 の促 進 並 びに永 住 帰 国 した中 国 残 留 邦

人 等 及 び特 定 配 偶 者 の自 立 の支 援 に関 する法 律 (

平 成 6 年 法 律 第 30 号 )による支 援 給 付 受 給 世 帯  

0 円  

B 市 町 村 民 税 が非 課 税 の世 帯 (A 階 層 の世 帯 を除 く。) 2,300 円  

C1  市 町 村 民 税 の額 が均 等 割 額 のみの世 帯  5,500 円  

C2  
市 町 村 民 税 の課 税

世 帯 (C１階 層 の世

帯 を除 く。)であっ

て、その額 の区 分 が

次 の区 分 に該 当 す

る世 帯  

所 得 割 額 が 59,400 円 以 下  7,600 円  

C3  
所 得 割 額 が 59,401 円 以 上

77,100 円 以 下  
9,700 円  

C4  
所 得 割 額 が 77,101 円 以 上

121,100 円 以 下  
10,500 円  

C5  
所 得 割 額 が 121,101 円 以 上

164,700 円 以 下  
11,400 円  

C6  
所 得 割 額 が 164,701 円 以 上

211,200 円 以 下  
12,300 円  

C7  
所 得 割 額 が 211,201 円 以 上

254,400 円 以 下  
13,300 円  

C8  
所 得 割 額 が 254,401 円 以 上

305,600 円 以 下  
14,400 円  

C9  所 得 割 額 が 305,601 円 以 上  15,500 円  

  備考 

１ ４月分から８月分までの保育料にあっては前年度の市町村民税の額により

算定するものとし、９月分から翌年の３月分までの保育料にあっては当該年

度の市町村民税の額により算定するものとする。 

２ この表のＣ ２からＣ ９までの階層における地方税法（昭和２５年法律第２２

６号)第２９２条第１項第２号の所得割を計算する場合には、同法第３１４条

の７及び第３１４条の８並びに同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及

び第５条の４の２第５項の規定は適用しないものとする。 

   附 則 



 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は平成

２８年４月１日から、第３条の規定は平成２９年４月１日から、第４条の規定は

平成３０年４月１日から施行する。 


